
第24回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

計 算 書 類 の 個 別 注 記 表

「計算書類の個別注記表」につきましては、法令及び当社定款の定めにより、
当社ウェブサイトに掲載することにより株主の皆さまへご提供しております。

株式会社システムインテグレータ



個別注記表
重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法
⑴　有価証券の評価基準及び評価方法

①　満期保有目的の債券……償却原価法（定額法）
②　その他有価証券

時価のあるもの…………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差
額は全部純資産直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定）

時価のないもの…………移動平均法による原価法
⑵　たな卸資産の評価基準及び評価方法

商　品……………………先入先出法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法により算定）

仕掛品……………………個別法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法により算定）

貯蔵品……………………最終仕入原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産………………定率法

但し、1998年４月１日以降に取得した建物
（建物附属設備は除く）及び、2016年４月
１日以降に取得した建物附属設備・構築物に
ついては、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま
す。

建物 ８年～18年
工具器具及び備品 ４年～15年

⑵　無形固定資産………………定額法
なお、市場販売目的のソフトウェアについて
は、見込販売有効期間（３年）、自社利用の
ソフトウェアについては、社内における見込
利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用
しております。

３．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金…………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については個別に回収可能
性を検討し、回収不能見込額を計上しており
ます。

⑵　賞与引当金…………………従業員に対して支給する賞与の支払に備える
ため、支給見込額に基づき計上しております。
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⑶　受注損失引当金……………請負契約等に係る開発案件のうち、事業年度
末時点で将来の損失が見込まれ、かつ、当該
損失額を合理的に見積もることが可能なもの
については、将来の損失に備えるため、翌事
業年度以降に発生が見込まれる損失額を計上
しております。

４．収益及び費用の計上基準
受注制作のソフト…………………
ウェアに係る
収益の計上基準

当事業年度末までの進捗部分について成果の
確実性が認められるプロジェクトについては
工事進行基準（プロジェクトの進捗率の見積
りは原価比例法）を、その他のプロジェクト
については工事完成基準（検収基準）を適用
しております。

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理………………税抜方式によっております。

表示方法の変更に関する注記
（損益計算書）
　前事業年度において「営業外収益」の「その他」に含めておりました「講演
料等収入」は、金額的重要性が増したため、当事業年度より独立掲記すること
といたしました。
　なお、前事業年度の「講演料等収入」は247千円であります。

損益計算書に関する注記
（和解金）
　当社は、2015年２月期第２四半期会計期間において発生したシステムイン
テグレーション分野における不採算案件について、2016年８月15日に総額
1,765,135千円の損害賠償を求めて東京地方裁判所に調停を申立てており、こ
れに対し顧客より、2016年８月30日に総額830,450千円の損害賠償を求めて
同様に調停が申し立てられておりました。
　その後、相手方との和解が成立し、当事業年度において、和解金額145,000
千円を特別損失として計上しております。

株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末
普通株式（株） 5,539,200 5,539,200 － 11,078,400

（注1）当社は、2018年12月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分
割を行っております。

（注2）普通株式の発行済株式数の増加5,539,200株は株式分割によるものであ
ります。
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２．自己株式の種類及び株式数に関する事項
株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 79 159 － 238

（注1）当社は、2018年12月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分
割を行っております。

（注2）普通株式の自己株式の増加159株は、株式分割前に行った単元未満株式
の買い取り請求による増加40株、株式分割による増加119株であります。

３．配当に関する事項
⑴　配当金支払額等

（決議） 株式の
種類

配当金の
総額

1株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2018年5月29日
定時株主総会

普通
株式 105,243千円 19円 2018年2月28日 2018年5月30日

（注）2018年12月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行って
おります。「１株当たり配当額」につきましては、当該株式分割前の金額
を記載しております。

⑵　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度
となるもの

（決議） 株式の
種類

配当金の
総額

1株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2019年5月28日
定時株主総会

普通
株式 177,250千円 16円 2019年2月28日 2019年5月29日

４．当事業年度末日における新株予約権に関する事項
　該当事項はありません。
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金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
⑴　金融商品に対する取組方針

　当社は資金運用については短期的な預金等及び安全性の高い金融資産に
限定しております。また、デリバティブを含む投機的な取引は行わない方
針であります。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。保守
業務等について、サービス提供開始時に前受金を受理し、リスクの軽減を
図っております。
　投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の
変動リスクに晒されております。
　買掛金は、すべて１年以内に支払期日が到来し、流動性リスクに晒され
ております。

⑶　金融商品に係るリスク管理体制
　当社は、営業債権について不測の損害が生じないよう、債権管理規程に
従い取引先ごとに期日及び残高を定期的に管理するとともに、財務状況等
の悪化等による回収懸念の早期把握により、不良債権の発生防止を図って
おります。
　投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、
保有状況の見直しを継続的に行っております。

２．金融商品の時価等に関する事項
　2019年２月28日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ
いては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と
認められるものは含まれておりません。（（注2）参照）

（単位：千円）
貸借対照表計上額 時価 差額

（１）現金及び預金
（２）売掛金
（３）投資有価証券

1,319,274
611,190
83,640

1,319,274
611,190
83,640

－
－
－

資産計 2,014,105 2,014,105 －

（１）買掛金
（２）前受金

180,711
226,104

180,711
226,104

－
－

負債計 406,795 406,815 －
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（注1）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項
資　産
（１）現金及び預金並びに（２）売掛金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似しているこ
とから、当該帳簿価額によっております。
（３）投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。
負　債
（１）買掛金並びに（２）前受金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似しているこ
とから、当該帳簿価額によっております。

（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
区　分 貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 721

　非上場株式については市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難
と認められることから、「（３）投資有価証券」には含めておりません。

（注3）金銭債権の決算日後の償還予定額
（単位：千円）

1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

現金及び預金
売掛金

1,319,022
611,190

－
－

－
－

－
－

合計 1,930,212 － － －
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税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産(流動)

未払事業税 17千円
賞与引当金 46,368
一括償却資産 1,972
未払費用 11,427
未払金 1,499
受注損失引当金 1,902
繰越欠損金 93,318
繰延税金資産合計 156,506
繰延税金資産の純額 156,506

繰延税金資産(固定)
投資有価証券評価損 337
資産除去債務 6,360
ソフトウェア償却超過額 411
一括償却資産 1,080
繰越欠損金 62,409

小計 70,598
評価性引当額 △6,698
繰延税金資産合計 63,900

繰延税金負債(固定)
その他有価証券評価差額金 22,389
繰延税金負債合計 22,389
繰延税金資産の純額 41,510

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 183円39銭
１株当たり当期純利益 52円26銭
(注)１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益は、当事業年度に行い

ました株式分割が当事業年度の期首に行われたと仮定してそれぞれ
算定しております。

（注）本個別注記表中の記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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（ご参考情報）
会計監査人の監査報告書受領後に生じた会社の現況に関する重要な事実

重要な後発事象に関する注記
１．自己株式の取得

当社は2019年４月17日開催の取締役会において、会社法第165条第３項
の規定により読み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式
取得に係る事項について決議し、自己株式の取得を以下のとおり実施いたし
ました。

２．取締役会決議の内容
(1）自己株式の取得を行う理由

株主還元およびインセンティブ・プランでの活用ならびに今後の経営環
境に応じた機動的な資本政策を遂行するため。
(2）取得に係る事項の内容

①　取得対象株式の種類
当社普通株式

②　取得し得る株式の総数
70,000株
（発行済株式総数に対する割合0.63％）

③　株式の取得価額の総額
50,000千円

④　取得期間
2019年４月18日～2019年５月31日

３．取得結果
取得期間2019年４月18～2019年４月22日、当社普通株式70,000株（取

得価額49,443千円）を取得いたしました。
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